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 周南市大津島老人デイサービスセンター（以下「センター」という。）の指定管理者

が行う業務の内容、その範囲及び履行方法については、この仕様書に定めるとおりとし

ます。 

 

１ 基本的事項 

（１）施設の管理運営に関する基本的な考え方 

指定管理者は、センターを管理運営するにあたり、次に掲げる項目に沿って

その管理運営を行ってください。 

① センターの管理運営を行うにあたり、以下の関係法令及び条例を遵守して

ください。 

・周南市老人デイサービスセンター条例及び条例施行規則 

・地方自治法 

・老人福祉法 

・介護保険法 

・行政手続法 

・個人情報の保護に関する法律 

・周南市情報公開条例 

・周南市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例及び条例

施行規則 

・周南市行政手続条例及び条例施行規則 

・周南市会計事務規則 

・労働関係法令 

・施設、設備の維持保全関係法令 

ただし、これら法令等に改正があった場合は、改正後の内容を適用するもの 

とします。 

② センターは、通所による各種サービスを提供することにより高齢者の福祉

の増進を図るための施設であるため、その設置理念に基づき管理運営を行っ

てください。 

③ 公の施設であることを常に念頭において、特定の個人や団体に対して、有

利あるいは不利にならないよう、施設の利用に関し公平性を確保してくださ

い。 

④ 効率的かつ効果的な管理運営を行ってください。 

⑤ 利用者の意見、要望を管理運営に反映させ、サービスの向上を図ってくだ

さい。 

 

（２）施設の概要 

① 名 称 

周南市大津島老人デイサービスセンター 

② 所在地 
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周南市大字大津島２２１番地 

 

③ 建物規模 

ア．建物面積 449.86㎡ 

イ．建物構造 鉄筋コンクリート造 平屋建 

ウ．建物概要 デイサービスセンター 

 

（３）センターの利用定員 

１５人 

 

（４）開館時間 

午前９時から午後４時まで 

ただし、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、市長の承認を得て、

開館時間を変更することができます。 

※訪問介護事業の開館時間については、デイサービス事業の開館時間に準ず

る。 

 

（５）休館日 

① 日曜日 

② 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

③ １２月２９日から翌年１月３日まで 

④ ８月１５日 

ただし、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、市長の承認を得て、

休館日を変更することができます。 

※訪問介護事業の開館時間については、デイサービス事業の開館時間に準ず

る。 

 

  （６）訪問介護サービスの事業内容 

    別紙のとおり。   

 

 

２ 管理運営に関する業務の基準 

（１）基本的な業務 

① 老人福祉法第５条の２第３項の厚生労働省令で定める便宜を供与すること。 

② 介護保険法に規定する地域密着型通所介護及び第１号通所事業並びに地域

における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に

関する法律第５条の規定による改正前の介護保険法に規定する介護予防通所

介護に関すること。 

③ その他市長が業務として別に定めるものを行うこと。（※訪問介護事業） 
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（２）センターの施設及び設備の維持管理に関する業務 

① 清 掃（施設及び敷地の日常、定期清掃業務） 

② 施設の軽微な修繕 

③ 物品の管理 

④ 防犯対策の実施 

⑤ その他センターの施設及び設備の維持管理に関する業務 

 

（３）センターの使用料の徴収に関する業務 

① 使用料とは 

 周南市老人デイサービスセンター条例（以下「条例」という。）第１０条に規

定する施設利用に係る使用料 

② 使用料の徴収事務の委託 

  地方自治法施行令第１５８条第１項の規定に基づき、使用料の徴収事務につ

いては指定管理者に委託することにします。つきましては、周南市会計事務

規則第２６条の規定に基づき、事務の受託に伴って以下の事柄が必要となり

ます。 

 ア．納付を受けた使用料は、周南市会計事務規則に規定する現金払込書兼領収

書を添え、使用料を収受した日又はその翌日までに、指定金融機関又は収納

代理金融機関に払い込むこと。ただし、当該日が金融機関休業日であるとき

は、当該施設及び金融機関の直近の営業日に払い込むこと。なお、市を通じ

てあらかじめ会計管理者の承認を得たときは、この限りではない。  

イ．使用料は、払い込みをするまでの間、市の承認を得た堅牢な保管場所に保

管し、適切に管理すること。 

ウ．徴収事務に使用する印鑑は、周南市会計管理者にあらかじめ届出て、承認

を得ること。 

③ 委託する徴収事務の内容は次に掲げるものとします。 

ア．使用料の調定に係ること。 

イ．介護報酬等の自己負担分の納入通知書の発行、収納、及び領収書の発行に

係ること。 

ウ．介護報酬等の国保連合会等への請求に係ること。 

ただし、市長は、公益上特に必要があると認めるとき、その他特別の理由が

あると認めるときは、条例第１０条の規定により、使用料を減額又は免除する

ことができます。 

 

３ その他の業務 

（１）利用促進に関する業務 

ホームページでの紹介や、施設パンフレット等を作成することにより、セン

ターを広く一般にＰＲし、利用促進に努めてください。 
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（２）関係機関との連絡調整 

市及びその他関係機関と連絡を取りながら管理運営に努めてください。 

 

（３）事業計画書及び事業完了・業務報告書の作成 

① 事業計画書の作成 

指定管理者は、毎年度３月末までに翌年度の管理運営業務に関する事業計画

書を提出してください。 

② 事業完了・業務報告書の作成 

ア．月次報告(業務報告)の作成 

毎月終了後１０日以内に、その月の管理運営業務に関する業務報告書を提出

してください。 

イ．年次報告（事業完了報告）の作成 

年度終了後６０日以内（指定管理者の指定を取り消されたときは、その取り

消された日から起算して６０日以内）に、当該年度の管理運営業務に関する事

業完了報告書を提出してください。 

 

（４）指定管理者評価制度 

条例や協定に基づく適切なサービスの実施、業務改善による管理運営の適正

化を図ること等を目的として、指定管理者の評価を実施します。なお、指定管

理者は利用者満足度調査を年１回以上実施してください。 

 

４ 管理運営に関する経費 

 （１）収入 

① 指定管理料 

指定管理期間の経費見積書の提案に基づき、現在の管理運営経費を勘案し、

年間の指定管理料を協定で定めます。 

 

（２）支出として見込まれるもの 

① 管理運営経費 

指定管理者が行わなければならない管理運営業務並びに事業実施に伴う、指

定管理者の人件費、修繕費、光熱水費など 

ア．小規模修繕 

小規模な修繕及び通常使用により生じた物品の補修、維持管理については、

指定管理者の負担とします。 

イ．大規模修繕 

施設の改修等、大規模な修繕や災害により生じた修繕は、市の負担としま

す。 

詳細は、別記２「周南市大津島老人デイサービスセンターの管理運営に関
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するリスク分担表」の〔施設、備品等の修繕等〕によりますが、疑義が生じ

た場合、市と指定管理者の協議のうえ決定します。 

② 指定管理者が自主的に行う事業実施に係る経費 

ア．自主企画事業に伴う、謝礼金、備品購入費など 

イ．収益事業実施に伴う、材料費、仕入れ代金、光熱水費など 

※精算条項について 

 下記、経費については、精算条項を設けますので、年度内に予定額より実績

が下回るなど未使用があれば市へ返納いただくことになります。（年度協定書に

条項記載予定） 

   ・施設修繕料 

   ・広報費 

   ・給食費 

 

（３）経理帳簿等の整備 

① 帳簿の整備 

指定管理者は適正な経理事務を行い、帳簿を備えて収入支出の額を記載し、

その出納を明らかにするとともに、その帳簿及び収入支出内容を証する書類を

保管しなくてはなりません。 

② 経理の事務 

     経理規程等により事務の体制や手続きのルール等を定め、指定管理業務にお 

   いて当該経理規程等に従い適正な経理事務を行なってください。 

   また、独立した会計帳簿の作成や専用口座の開設などにより、指定管理業務     

   に係る会計と他の会計を容易に区別できるように取り計らってください。 

③ 帳簿等の保管期間 

保管期間は業務終了後５ヶ年とします。 

 

（４）立ち入り検査 

市は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地調査を行うことがありま

す。 

 

５ 指定管理期間終了にあたっての引継業務 

 指定期間終了時（指定管理者の指定を取り消されたときも含む。）には、次期指定管

理者が円滑かつ、支障なくセンターの業務を遂行できるよう、引継ぎを行わなければな

りません。 

 

６ 留意事項 

（１）センターの維持管理に関する留意事項 

① 物品等の帰属 

ア．現在使用中の市所有の物品等については、無償で貸与します。適正な管理
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を行い、その保管に遺漏ないようにしてください。 

イ．市の加入回線を利用し、請求先を指定管理者とする場合、指定管理者は通

話・通信等の電気通信サービスの提供を市の承認を得ずに変更しないでくだ

さい。 

ウ．指定管理者が、センターの管理運営のため物品等（少額の物は除く。）を

購入する場合は、あらかじめ市と協議のうえ購入してください。 

② 施設の維持管理及び修繕 

ア．施設は、常に清潔に保つよう清掃を行うとともに、事故や盗難等の被害を

未然に防止するよう、必要な措置を講じてください。 

イ．施設の機能等については、定期的に点検を実施するとともに、必要に応じ

て修繕を行ってください。 

ウ．施設等の点検の結果、大規模な修繕及び物品の修繕が必要と判断した場合

は、市に連絡し指示に従ってください。 

 

（２）損害賠償の取扱い 

① 指定管理者は、施設の管理運営にあたり、指定管理者の責に帰すべき理由

により、市又は第三者に損害を与えた場合は、損害を賠償しなければなりま

せん。 

② 前記の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じて、市が損害を賠

償したときは、市は指定管理者に対して求償権を有します。 

 

（３）災害時の対応 

① 災害が発生した場合、施設及び周辺の状況を把握し速やかに報告してくだ

さい。 

② 施設の管理保全に努めるとともに、被害拡大の防止を図ってください。 

③ 開館時間内に災害が発生した場合は、利用者の避難誘導等安全の確保に努

めるとともに、その状況を市及び関係機関に速やかに報告してください。 

 

（４）個人情報の保護と情報公開について 

① 個人情報の保護 

業務に従事する者又は従事した者は、この業務に係る個人情報の取扱いに関

し、別記３「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければなりません。 

② 情報公開 

指定管理者は、「周南市情報公開条例」の目的にのっとり、管理業務に関し

て保有する文書等（文書、図面及び電磁的記録をいう。）の情報公開を行うた

めに必要な措置を講じなければなりません。情報公開の請求があった場合は、

市に事前に協議を行ってください。 

 

（５）その他 
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① 緊急対策、防犯、防災体制についてマニュアルを作成し、職員に指導を行

ってください。 

② 事故等異常事態が発生した場合は、応急処置を講ずるとともに直ちに市及

び関係部署に速やかに連絡し協議してください。 

③ 各施設において、整理整頓に努めるとともに、盗難、火災などが発生しな

いよう指定管理者の責において管理してください。 

④ 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定・要綱等を作成する場合は、

市と別途協議してください。また、各種規定がない場合は、市の諸規定に準

じて、あるいはその精神に基づき業務を実施してください。 

 

７ 協議 

この仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、市と指定管理者が協議して別途

定めるものとします。 

 



                                                        別紙 

１.事業名 

 周南市離島訪問介護相当サービス事業 

 

２.事業実施者及び事業実施期間 

 ①事業の実施者は、離島等相当サービスの登録事業者とする。 

  （指定居宅サービスや指定介護予防サービスの実施が著しく困難な大津島地域では、指定基準（基 

  準該当を含む）を満たさないが、一定の質をもつ在宅サービスを行う事業者を「みなし指定事業者」 

  とし、当該事業者の実施するサービスを、保険給付の対象とする。） 

 ②事業の実施期間は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの 1年間とする。 

 

 

３.利用対象者 

 ①事業対象者及び要介護認定者 

 ②利用想定人数は、１日あたり 2名程度  

 

４.サービス内容について 

 ①訪問介護及び総合事業訪問介護 

  大津島老人デイサービスセンターを起点として職員が島内の利用者宅を訪問し、食事・ 

  排泄などの身体介護や、掃除・洗濯などの生活援助を行う。 

  身体介護 〇食事、入浴、排せつの介助、服薬介助 

       〇衣服の交換などの手伝い 

       〇通院や移動販売時の買物等の付き添い 

  生活援助 〇部屋の掃除や洗濯等の家事 

       〇食事の準備や簡単な調理、配膳等の準備 

       〇買物の代行等 

 

５.サービス提供方法 

 ①利用調整は地域包括支援センター又は居宅介護支援事業所ケアマネージャー 

 ②サービス提供実施者は、大津島老人デイサービセンター職員とする。 

 ③大津島老人デイサービスセンターの営業時間内（午前９時から午後４時）の間で、 

  １回あたり 30分から 60分とする。 

 ④一定の質を持つ居宅サービスに相当するサービスの提供ができる者が、サービスを 

  提供すること。 

 

６.サービス実施後に関すること 

 ①サービス提供後、サービスを実施したことがわかる書類を作成し、帳簿書類を保存す 

  ること。 

 

 

 



７.事業の実施に伴う報酬等に関すること。 

 ①介護報酬（※特例居宅介護（予防）サービス費等）に関することについては、基本的  

  に国保連へ請求することとする。ただし、国保連へ請求せずに市へ直接請求すること 

  もできるものとする。 

  当該事業を使用料制で実施することを前提としている。 

 

 ②利用者の自己負担分等については、使用料制で実施するため、使用料として市へ納付 

  する。 

 

８.その他 

 ①周南市離島訪問介護相当サービス事業を実施し、サービス提供体制や事業内容につい 

   て検証を行うとともに、大津島における今後の福祉サービスの実施について指定管理 

    者と相互に協議を行うものとする。 

 ②指定管理者と市とのリスク分担については、基本的には協定締結時のリスク分担表に 

  よるものとするが、不可抗力や事業終了時の費用等については、その事案ごとの要因 

  により、相互協議のうえで判断する。 



別記２ リスク分担表 

周南市大津島デイサービスセンターの管理運営に関するリスク分担表 

種 類 内   容 
負担者 

市 指定管理者 

物価変動 

人件費、物品費の物価変動に伴う経費の増  ○ 

光熱水費、燃料費の高騰に伴う経費の増 

 

 

○ ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

周辺地域住民、施設

利用者への対応 

地域との協調  ○ 

施設管理、運営内容に対する住民及び施設利用者

からの反対、訴訟、要望への対応 
 ○ 

上記以外 ○  

法令の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 ○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更  ○ 

税制度の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○  

一般的な税制変更  ○ 

政治、行政的理由に

よる事業変更 

政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の継

続に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余

儀なくされた場合の経費及びその後の維持管理経

費における当該事情による増加経費負担 

○  

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、

争乱、暴動その他の市又は指定管理者のいずれの

責めにも帰することができない自然的又は人為的

な現象）に伴う、施設、設備の修復による経費の

増加及び事業履行不能 

○ 

 

書類の誤り 仕様書等市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

事業計画書等指定管理者が提案した内容の誤りに

よるもの 
 ○ 

資金調達 経費の支払遅延（市から指定管理者）によって生

じた事由 
○  

経費の支払遅延（指定管理者から市）によって生

じた事由 
 ○ 

施設・設備の損傷 経年劣化によるもの（極めて小規模によるもの）  ○ 

経年劣化によるもの（上記以外） ○  

第三者の行為から生じたもので、相手方が特定で

きないもの（極めて小規模によるもの） 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので、相手方が特定で

きないもの（上記以外） 
○  

別途協議 

別途協議 



種 類 内   容 
負担者 

市 指定管理者 

資料等の損傷 管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  ○ 

第三者の行為から生じたもので、相手方が特定で

きないもの（極めて小規模によるもの） 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので、相手方が特定で

きないもの（上記以外） 
○  

維持管理 清掃、廃棄物処理、施設保守点検、設備等法定点

検、補修修繕（「施設・備品等の修繕等」による。）、

安全衛生管理等 

 ○ 

運  営 利用指導、案内、警備、苦情対応、利用促進活動

等 
 ○ 

使用料の徴収  ○ 

使用料の減額又は免除 ○  

休館日の変更及び臨時休館日の決定 
○ 

（承認） 
○ 

開館時間の変更 
○ 

（承認） 
○ 

災害時の対応 
待機連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置 ○ ○ 

第三者への賠償 管理者としての注意義務を怠ったことにより損害

を与えた場合 
 ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○  

セキュリティ 警備不備による情報漏えい、犯罪発生  ○ 

事業終了後の費用 指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中途

における業務廃止の場合における事業者の撤収費

用 

 ○ 

包括的管理責任  ○  

・[協議事項]については、事案ごとの原因により判断するが、第一次責任は指定管理者が

有するものとする。 

・このリスク分担表によらない事案は別途協議を行い決定するものとする。 



別記３ 

個 人 情 報 取 扱 特 記 事 項 

  

（基本的事項） 

第１条 乙は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識別され得るもの

をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この協定による業務を実施するに当たっては、個人

の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （秘密の保持） 

第２条 乙は、この協定による業務の実施により知ることができた個人情報を他に漏らしてはならな

い。 

  この協定が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 （収集の制限） 

第３条 乙は、この協定による業務を行うために個人情報を収集するときは、その業務の目的を達成す

るために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

 （適正管理） 

第４条 乙は、この協定による業務の実施により知ることのできた個人情報の漏洩、滅失及び損傷の防

止その他個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 （利用及び提供の制限） 

第５条 乙は、甲の指示がある場合を除き、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報を

協定の目的以外の目的に使用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

 （複写又は複製の禁止） 

第６条 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された資料等

を甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 （再委託の禁止） 

第７条 乙は、この協定による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、甲が承諾した

場合を除き、第三者にその処理を委託してはならない。 

 （資料等の返還等） 

第８条 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡され、又は乙自らが収集若しくは作

成した個人情報が記録された資料等は、業務完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。 

  ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

 （従事者への周知） 

第９条 乙は、この協定による業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においてその業務の

実施により知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと、又は協定の目的以外の目的に

使用してはならないことなど、個人情報に保護に関し必要な事項を周知するものとする。 

 （実地調査） 

第１０条 甲は、必要があると認めるときは、乙がこの協定による業務の執行に当たり取り扱っている

個人情報の状況について随時実地に調査することができる。 

 （事故報告） 

第１１条 乙は、この協定に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知った時は速やかに

甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 


